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１．はじめに
　世界的に、無人航空機、いわゆる、「ドローン」の
産業利用への関心が高まっており、日本でも、農業
や測量、空撮、配送等といった多岐にわたる利活用
が期待されるドローン等の産業利用の拡大に向けた
環境整備などを盛り込んだ「未来投資戦略2017」が
平成29年６月９日に閣議決定されています。経済産
業省においても、平成29年に「空の産業革命に向け

たドローンロードマップ」を作成し、ドローンの安
全な利活用のために、技術開発と法改正等も含めた
環境整備を産学官一体で目指す取組が行われていま
す。
　このような背景のもと、ドローンに関する特許の
動向を調査し、以下の点について明らかにすること
を目的としました。

（１）本テーマにおける国内外の技術発展状況、研
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究開発状況を含む技術動向
（２）本テーマにおける日本及び外国の技術競争力、

産業競争力
（３）本テーマにおいて日本企業・政府機関が取り

組むべき課題を整理し、今後目指すべき研究・技
術開発の方向性

　本調査で対象とする技術の範囲、区分を図 １に
示します。機体形式は、回転翼と固定翼に分かれま
す。機体構造は、構造部、揚力・推力機構、動力機構、
エネルギー源、安全機構などの本体と用途によって
異なるペイロードに分かれます。飛行・運航技術は、
機体側の飛行制御と飛行を支える無人機管制、飛行
支援装置の運用・管理に分かれます。更に、飛行・
運航技術は、飛行前、飛行中、着陸、異常時の対応
といった飛行の場面で分かれます。目視外、第三者
上空の飛行では、より高度な飛行・運航技術が求め
られます。応用産業は様々な広がりをみせており、
農林水産業、土木・建設、空撮などの民生用から軍
事用まであります。
①　調査範囲

・特許文献
出願年（優先権主張年）：2007年〜2016年

出願先国・地域：日本、米国、欧州、中国、
韓国、台湾、イスラエル、ASEAN各国の８か
国・地域

使用した商用データベース：Derwent World 
Patents Index （米国クラリベイト・アナリ
テ ィ ク ス 社 が 提 供。CAMELOT UK BIDCO 
LIMITEDの登録商標）

・非特許文献
発行年：2007年〜2017年
使用した商用データベース：Scopus （Elsevier

社が提供。エルゼビア　ビーブイの登録商標）

②　調査手法

・特許文献
ドローンに関するIPC分類およびキーワード

を組み合せた検索によって抽出された特許公報
の抄録、特許請求の範囲、図面を解析し、ノイ
ズ除去、技術分類付与を行いました（表１）。

・非特許文献
キーワード等を用いることにより、解析対象

の論文を抽出し、抽出された論文の抄録を読み
込みノイズ除去を行うとともに技術区分に従い

図１　ドローンの技術俯瞰図


